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世界経済のグローバル化に伴い、国境を越えた自由貿易協定の締結が進みボ
ーダーレス化がますます進展している。ビジネスのグローバル化によって第 2
次産業では地域毎の販売を支える現地生産体制の構築が進展している。現地生
産のメリットとして、為替リスクの回避、物流コストの削減、現地のお客様ニ
ーズをいち早く商品に織り込むアクションの早期化など多数あげることがで
き、今後更なる現地化グローバル化が進展すると思われる。一方現地生産の進
展に伴う課題として、グローバル企業が世界中同じレベルの品質、納期、コス
トを維持管理することが困難になっていくという点が新たにクローズアップ
されてくる。 
そこでグローバル企業の価値観・理念の共有化と、共通の価値観という土台
に立脚した共通の目標達成を志向するオペレーションが具体的な企業活動と
して必要になる。後者はグローバルに展開された各事業体にとって事業活動の
主な要素である人・もの・設備を有効に活用し、より多くの成果を生み出すこ
とを目的とする効率化を時系列に進めることの必要性が高まっていることを
示している。その際に、グローバルな事業体全体としては異なる環境下で活動
を行なう各生産拠点に対する合理的な効率性測定と適切な改善方策選択を促
進する管理手法構築の重要性がますます増して来るのである。 
本論文ではこのような環境認識に基づき、様々な主要活動分野を有する多入
力多出力システムを効率化する活動の一領域として、第 2 次産業のグローバル
事業体における統括本社の立場で、グローバルに展開された生産拠点の生産管
理水準向上活動を推進する活動領域を研究の場として取り上げ、グローバル生
産拠点の妥当な評価と効率良い改善を目指し、(１）生産管理総合評価法の構
築、（２）的確な方策の選択法構築、 （３）効率化速度の評価法構築、（４）
時系列水準向上率の評価法構築、の 4 点を研究目的として取り組んだ。 
本論文は以下のごとく構成されている。序章では研究背景として FTA(Free 
Trade Agreement)締結の進展と、それに伴い事業体のグローバル化が促す公
平な評価と効率良い改善活動促進の必要性について明確にしている。 
第 1 章では本研究の対象領域と、研究の目的すなわちグローバル生産拠点
の改善をムダなく総合的な効果に結びつける為の一元管理を行い、効率的に
適正な目標に到達する方策を選択する意思決定手法を構築することが課題に
なっていることを明らかにしている。 
第 2 章では従来のベンチマーキングの問題点、本研究のベンチマーク活用
の特色及び新たな The Best of The Best Benchmarking の提案を行っている。
はじめに従来のベンチマーキングである Existing Benchmarking 水準は往々
にして達成が容易なため、中期（3 年程度先）のベンチマーキングとしての
効力が十 分とは 言 い難く、 また全 評 価項目の 理想地 の 集合から 成る Ideal 
Benchmarking 水準は方策を伴った現実値ではないのでこれも Benchmarking
目標としては相応しくないことを述べている。本研究のベンチマーク活用の
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特色は、1)ベンチマーキングと DEA 分析手法の組合せによる効率化研究を行
ない、2) 中期計画におけるベンチマークとしての効力を有し同時に方策を
伴った現実値からなるベンチマークを新たに提案して構築している点であり、
新たな Benchmarking として Ideal Benchmarking への到達手段として、実在
の 評 価 項 目 の 最 高 値 を 新 た に 組 み 合 わ せ た The Best of the Best 
Benchmarking 水準を提案している。本研究で取り組んでいる、ベンチマーキ
ングと DEA 分析手法を組み合わせて事業体の効率化を研究した事例は未だに
見出すことができないことから、今後の応用研究が期待される。 
第 3 章では、本研究に DEA（Data Envelopment Analysis:経営効率分析法）
を用いる理由について述べ、従来の評価法では不十分な理由を整理、それを踏
まえて新たな DEA 時系列分析が必要となる理由を示している。多様な評価基準
を有する事業体を分析する代表的な手法として、DEA とAHP(Analytic 
Hierarchy Process:階層分析法) をあげることができるが、DEA の代表的な特
徴は、多様な評価結果を先見的でないウェイトづけにより統合する点にあり、
AHP の代表的な特徴は評価者の主観的な判断を織り込む点にある。本研究の対
象であるグローバルな生産拠点は先見的な重み付けに基づく複数評価項目の
総合評価では的確に評価できない場合があるので、DEA の考え方を用いて事業
体の総合効率評価モデルを構築し、改善対象事業体がベンチマーク事業体に効
率良く到達する方策選択手法を提案している。 
また従来の DEA 時系列評価手法には、変化前後を 2 グループに分けて DEA 効
率値の有意差を検定する Cross Sectional Approach,等の手法と、各時点にお
ける事業体を独立した活動とみなして時系列的な効率性の変化を測定する
Window 分析法があるが、いずれの手法も時系列に向上率を把握することができ
ないという課題を有している。DMU の効率推移を DEA 値の時系列推移で表わす
為には、分析対象期間中は変動しない効率的フロンティア（分析対象期間を通
じた D 効率値＝１の絶対的な基準）を新たに導入することが必要であるがこの
ような研究は未だに見出す事ができない。時系列に分析対象 DMU の効率推移を
DEA 値の時系列推移で表すことの出来る手法の構築について第 4 章で詳述する。 
第 4 章では DEA を活用する意思決定支援の評価法開発として新たに考案し
た、事業体診断モデル、AREA（Achievement Ratio Evaluation of the Effected 
Theoretical Area ）、 W-PER(Weighted Preferential Efficient Ratio) 、
DEA-PAB(DEA-Plural Term Analysis under the Condition of the Best of the 
Best Benchmarking Included)の考え方について述べている。はじめに全事業
体に共通な事業体の主要活動分野抽出、主要活動分野毎の指標とそのベスト
プラクティスを含む評価レベルの策定、主要活動分野の評価結果から事業体
を総合評価する方法について DEA 分析手法を用いて策定という手順で体系的
な事業体診断モデルを構築している。次に目標改善効果値 e への到達時期の
違いによる t 期中の累計効果（企業において通常は効果金額）の差異は、効
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率化成果を出す時期により生じるという考え方に基づき効率化速度の評価指
標 AREA を提案している。また DMU 効率化の為に、その構成要素が標準的に機
能するレベルであることに加え、より即効性のある改善 man-hour の少ない活
動領域を選択し、早期に DMU（生産拠点）のレベル向上成果をあげて AREA 値
をより大きくすることが肝要であるので、本研究では DEA/AR 分析を行なう際
に用いるウェイトを適用して、効率化優先度比率 W-PER を Weight×Output／
Resource  と定義し、この比率の大きい順を DMU を構成する各生産管理活動
領域の効率化優先順位としている。DEA-PAB 時系列分析手法を提案し、その
際に第 2 章で述べた The Best of the Best Benchmarking を DEA-PAB 分析手
法に織りこみ、分析対象期間中は変動しない効率的フロンティア（分析対象
期間を通じた D 効率値＝１の絶対的な基準）としている。 
第 5 章で、ベンチマークに効率よく到達する方策についてそのステップを
詳述し、提案技法を９箇所のグローバル生産拠点に適用して本研究の有効性
を示した。ここで取り上げる事例は、グローバルに展開された事業体である。 
第 6 章では全体のまとめを行なっている。 
以上を要するに、本論文では複数の評価項目を有する事業体における意思
決定の解法アルゴリズムの研究を行ない、グローバル生産拠点における効率
的な解法を提供したといえる。事業体の効率化を促進する新たな視点として
効率化速度に着目した点は独創的であり、早期効率化を促進する手法とその
的確な時系列の管理手法の構築により、この基本的な考え方と極めて具体的
な一連の評価・改善手法は広く社会で活用されることにより更なる発展の可
能性を有している。 
本研究で実証された、ベンチマーク生産拠点に効率良く到達する方策の選
択手法は、今後ますますニーズが高まることが想定されるグローバルな生産
拠点の効率化という領域を越えて、単位の異なる複数機能を擁する事業体に
おける意思決定に広く採用できる手法であると認識することができる。本研
究は意思決定分野における線形計画法を活用した DEA 手法の応用研究として
理論面からも、またベンチマーク生産拠点に効率良く到達するアプローチを
提供したことによる応用面からも高く評価できる。よって本論文は博士（工
学）の学位論文として価値あるものと認める。 
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